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なぜ履歴詐称で労働契約を解除できないか

事実経緯

2007年10月、S国のある有限会社上海駐在員事務所（以下、A所という）は楊某（以下、楊氏という）と2007年11月から、上級アナリストとして着任、年俸65万元（月給5万元、年末賞与2か月分の給与）を約束した後、楊氏は市人材派遣会社（以下、B社という）との間で2008年1月1日から2010年1月1日までA所へ派遣する労働契約を締結した。

2009年1月9日、A所は楊氏の履歴の詐称で楊氏をB社に戻させた。

2009年1月12日、B社は楊氏の履歴詐称で重大な紀律違反を理由として「労働契約解除通知書」を楊氏に出した。楊氏は、B社及びA所の出した「労働契約解除通知書」が法に合わず、事実無根であり、労働契約の違法解除に該当し、法によって撤回すべきと考えた。

2009年1月22日、2月24日に、楊氏は、A所及びB社宛それぞれ«「労働契約解除通知書」を撤回、出勤を要求する函」»、及び「仕事を求める督促函」を発送した。

後、楊氏は、A所及びB社を相手に労働仲裁を起し、①2009年1月12日に出した「労働契約解除通知書」を撤回、契約期限満了まで履行すること、②毎月5万元を2009年1月1日から裁決、判決発効までの給与及び25％の経済補償金を支払うこと、③2008年度年末賞与2か月分給与及び25％の経済補償金に相当する12500元を支払うこと、④2008年1月1日から同年12月31日までの平日残業代51724元及び法定祝日残業代13793元を支払うことのすべてについてA所及びB社が連帯責任を取るよう求めた。

裁決の旨

仲裁委員会は受理後、開廷し、B社より提出された楊氏離職声明、労務派遣協議、契約解除通知返送状など６点証拠及び、A所より呈示された人材紹介会社の証明書、楊氏の元就職先3社の証明書、電子メールの公証書など23点証拠を確かめ、楊氏の主張、A所及びB社の答弁を聞いた上、①B社に本裁決発効した日より5日以内に「労働契約解除通知書」の撤回、労働契約の継続履行、②A所に本裁決発効した日より5日以内に2009年1月13日から同年5月31日までの給料232184元及び、25％の経済補償金58046元の支払、遅延支払の2008年年末賞与の25％経済補償金12500元、並びに2008年法定祝日残業代13793元の支払えと命じた一方、楊氏のその他の請求を退けた。

一審判決の旨

A所及びB社は、裁決に不服し、裁判所に提訴したが、一審の判決は裁決を維持した。

二審和解の旨

A所及びB社は、一審の判決に不服し、上訴したが、裁判官の調停下で、①B社は楊氏との労働契約は2009年12月31日まで終了すること、②B社及びA所は和解書送達した日より50日以内に楊氏に給与、経済補償金及び他の費用合計で人民幣88万元（税引前）を支払うこと、③当事者三者がその他の紛争がなしと和解に達した。

コメント

１、本案のＢ社、及びＡ所は楊氏とそれぞれ労働関係、労務関係であり、Ｂ社はＡ所と商事契約関係である。

Ａ所は労働契約の当事者でなく、「労務派遣協議」によって楊氏をＢ社に戻す処理を行う。Ｂ社は「労働契約」、「労働手帳」によって「労働契約解除通知書」を発行し、またはＢ社は楊氏と協議し労働契約を解除する。つまり、「労働契約解除通知書」はＢ社しかその会社名義で楊氏に発行できない。
２、本案のＢ社及びＡ所の最大な敗因としては楊氏の重大な紀律違反行為、すなわち履歴詐称の行為が存在していることを充分に証明できていないと言えよう。

Ａ所は楊氏本人自筆の入社書類、履歴を提供できなかった。人材紹介会社が提供した履歴も他人が人材紹介会社に推薦した際供用した履歴書であり、楊氏本人が提供した書類ではない。楊氏本人の自筆した履歴書類がないので、楊氏がＡ所に詐称履歴を提供したことを判定できない。

本案のＡ所が呈示した、楊氏の詐称履歴の証拠は楊氏がＡ所パソコンを操作し、Ａ所のアドレスから送信した「工員個人情報登記表」の電子メールについて、公証人の立会いで楊氏の名称及び暗証番号で登録し、その発信メールブックスから印刷された正文及び添付書類、並びにその経過に対する公証を施しされたが、仲裁委員会及び裁判所は、かかるメールブックスはＢ社がコントロールして、何時でも楊氏のメールを閲覧できる状況下で、機密性及び専属制を有せず、たとえ、楊氏のメールブックスであっても、楊氏メールブックスからメールを発信した操作は楊氏が実施したと断定できないと認識した。

Ａ所は楊氏の提供した履歴田が事実と合致しないと調べて分かったが、Ａ所に楊氏本人が自筆した入社登記書類又は履歴を持っておらず、その際、楊氏に入社登記書類または履歴を自筆で書かせて、且つその証拠を固定しなければならない。

３、労働契約法発効後、多くの経営者は経済保証金の2倍に当たる賠償金を支払えば、強制的に労働契約を解除できるという意識に陥って、実際に解雇する当り、解雇の有因化を採用し、労働契約法に決めた事実及び法律根拠に合致しなければならない。本案のＡ所及びＢ社の得た教訓は深刻なものである。


職業病診断及び鑑定管理弁法について

中国衛生部は、2002年3月28日より施行された「職業病診断及び鑑定管理弁法」を改訂し、2013年2月19日にその改訂版の「職業病診断及び鑑定管理弁法」（以下、「弁法」という）を公布し、今年4月10日に実施することを決めた。本稿ではその「弁法」の概要を以下の通り述べます。

一、目的

「弁法」の施行によって社会上の注目度の高い職業病診断及び鑑定制度について多く調整及び完備を行い、関係部門の職業病診断及び鑑定業務に関わる職責を明確化し、診断資料の不備で職業病の診断出来ない問題を解決する。

便宜措置

「弁法」では労働者が職業病診断機関を選択する範囲を拡大し、職業病診断機関の診断義務を規定し、職業病の診断受付制限を取消し、労働者の職業病の診断と及び鑑定上の雇用者の挙証責任を強化し、鑑定申請の手続きを簡素化した。

「弁法」第十九条では労働者が雇用者の所在地、本人の戸籍所在地或いは経常的居住地の診断機関で職業病を診断できると規定されている。第二十二条では労働者が法律によって診断を求める場合、職業病診断機関は受診し、且つ労働者にその保有資料の提供を告知すべきと決められている。第四十四条では当事者が鑑定の申請際、鑑定申請書及び元の診断証明書などを提供すれば十分であるとしている。

「弁法」では、労働者が診断、鑑定中で診断機関を選択する権利、知る権利、労働仲裁を申し入れる権利、異議を申し立てる権利、鑑定専門家を選択する権利及びプライバシーを守る権利を有すると規定されている。

また、労働者の職歴、職業病危害の接触経歴及び作業場所における職業病危害要素の状況、臨床症状及び補助検査の結果などに基づいて、総合的に分析する。３人以上単数の診断医師が共同診断を行い、診断結論を下す。診断機関は診断権を独立行使し、診断結論に責任を取るとしている。

三、再診措置

当事者は診断結論に不服する場合、法律によって職業病診断機関所在地、区を設ける市レベル衛生行政機関に鑑定を申請できる。区を設ける市レベル衛生行政機関が出した結論に不服する場合、法律によって省レベル衛生行政機関に再鑑定を申請できる。省レベル衛生行政機関の結論は最終の結論とする。すなわち、一回診断、二回鑑定とする。

「弁法」では、職業病診断、鑑定機関は診断、鑑定結果を労働者に直ちに告知すると規定されている。

職業病診断、鑑定中で労働者の職歴、職業病危害の接触経歴を確認する時、当事者は労働関係、職種、持ち場或いは勤務時間に争議があれば、法律によって雇用者所在地の労働人事争議仲裁委員会に仲裁を申請できる。労働者は雇用者が提供した持ち場職業病危害要素の検査結果に異議があれば、職業病診断機関は雇用者所在地の安全生産監督管理機関に調査及び判定の実施を申請しなければならない。労働者は自らまたは職業病鑑定事務機関を委託し専門家リスト記載の鑑定専門家を確定する。

四、罰則

職業病診断、鑑定中で以下の違法行為に処罰を加える。

１、医療衛生機関が許可なく勝手に職業病診断業務を従事すること

２、職業病診断機関の範囲を超え、法定職責を履行せず、虚偽の証明書類及び規定によらず職業病、疑似職業病などを報告しない行為。

３、職業病診断鑑定委員会専門家が職業病診断争議当事者の財物或いは他の利益を受取ること。

４、衛生行政機関及びそのスタッフが法律に決める職務を履行しないこと。
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